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　この事業については、予算の重点化・効率化を図る観点から、平成２２年度予算においては、発展的に他の事業に転換してい
る。
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作成責任者

専門家や学校現場の関係者に
、児童生徒の

、①教師に
グラムの検討、③地域

の比較等の児童生徒の自
め、調

事業番号

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　( 文部科学省)

予算事業名
児童生徒の自殺予防に向けた取組に関する調
査研究

事業開始
年度

平成１９年度

担当部局庁 初等中等教育局 担当課室 児童生徒課生徒指導室

会計区分 一般会計 上位政策 児童生徒の問題行動等への適切な対応

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
自殺対策基本法第１１条

関係する計
画、通知等

教育振興基本計画（平成２０年７月１日閣議決定）
自殺総合対策大綱

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

　児童生徒の自殺の特徴や傾向等を分析し、児童生徒の自殺予防の在り方について、
よる調査研究を行い、普及啓発を図ることで、学校現場における自殺予防のための体制整備等を促進し
自殺の未然防止に役立てる。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　専門家や学校現場の関係者で構成される「児童生徒の自殺予防に関する調査研究協力者会議」を開催し
対する自殺予防に関する正しい知識の普及、②児童生徒を直接対象とした自殺予防教育プロ
や家庭とも連携した児童生徒の自殺予防への対応策、④自殺予防についての海外事例と
殺予防の在り方について調査研究を行う。さらに、学校現場における自殺予防のための体制整備等の促進のた
査研究結果については、報告書等にまとめ、普及啓発を図る。

実施状況
「児童生徒の自殺予防に関する調査研究協力者会議」を計５回開催。
平成２２年３月　「平成２１年度児童生徒の自殺予防に関する調査研究協力者会議 審議のまと

予算の状況
（単位:百万円）

19年度 20年度 21年度

予算額(補正後） 8 6 6

執行額 3 4 2

執行率 38% 67% 33%

総事業費(執行ベース) 3 4 2

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

　会議協力者へ旅費、諸謝金を支出しており、証拠書類等により確認を行っている。
　速記、印刷等については、成果物等により給付の確認を行っている。

見直しの
余地

　２１年度限りで廃止。
　なお、２２年度予算からは、新たに生徒指導等に関する調査研究を実施し、児童生徒の自殺予防に取り組んでいく。



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)
(単位:百万円)

Ａ．文部科学省

１．６百万円

本省執行　１．６百万円
　　諸謝金　　　　　０．８百万円
　　委員等旅費　　０．７百万円
　　教職員研修費 ０．１百万円

児童生徒の自殺予防に関する調
査研究協力者会議の開催
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においてブロッ
クごとに最大の
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分かるように記
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D.

計 0 計
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費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目

計 0 計

B.

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目

計 1.6 計

通信運搬費 梱包発送 0.1

諸謝金 委員謝金 0.8

委員等旅費 委員旅費 0.7
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